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［要旨］人類の進化の過程において、数字の概念や計算の原理を発見・理解したことにより、論理的な思考力

も身に付けることができた。よって、人間がいろいろな計算機器を開発し、社会経済活動を活発させてきた。

やがて産業革命・情報革命により、人々の生活が豊かになってきている。本研究ノートでは、パソコンの登場

がわれわれの社会にもたらした変化と日本の情報化社会の進展を分析し、さらに ICT社会における必要な情

報セキュリティ知識を考察する。
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1．はじめに

数字の概念が理解されてから、両手の指（10

本）を使った「十進法」が生活の中に浸透するこ

とになってきた。さらに生活などの必然性から、

さまざまな文明によって、「20 進法」（マヤ文明：

手・足を含む 20 本）、「60 進法」（古代バビロニ

ア：時刻・角度の記述）と「12 進法」（英語圏：

ヤード・ポンド法、2・3・4・6 で割り切れる数）

など進法が発明された。

また、位取り記数法（紀元前の段階）では、あ

る数字の位が空っぽであることを示す記号が必要

であることの気が付いたが、ゼロ（0）として付け

ることができなかった。やっと 7世紀頃、インド

の数学者たちによって、ゼロ（0）が数字であっ

て、四則演算に組み込むことができることを解明

した。また、古代中国では、対極から陰陽が生じ

るという「2進法的な発想」が占いの本「易経」に

よって確認された。のち、「ゼロ」と「2進法」が

コンピュータの誕生と進化を大きくもたらしたこ

とになった。

欧州では近代に入って、生産力の増加や経済の

発展によって、さまざまな分野において計算に対

する需要が高まっていることから、正確な結果を

出す計算機械が開発された。代表的な機械式計算

機として、シッカートの計算機（ヴィルヘルム・

シッカート・1623 年・6桁の加減算）、パスカルの

計算機（ブレーズ・パスカル・1645 年・10 進法）、

ライプニッツ（ゴットフリート・ライプニッツ・

1670 年代・2進法・歯車機械式）などが登場した。

また、英国の数学者チャールズ・バベッジが開発

した「階差機関」と「解析機関」は最も有名な機

械式計算機で、特に「解析機関」は世界でも初め

てのコンピュータと言われている。

現代のコンピュータの原型（構成要素）をまと

めたのは、英国の数学者アラン・チューリングと

アメリカの数学・物理学者ジョン・フォン・ノイ

マンでした。アメリカで真空管を使って製作され

た ENIAC はペンシルベニア大学のジョン・モー

クリーとジョン・エッカートの考案・設計によっ

て開発した世界初の電子式汎用コンピュータとさ

れている。のち、技術の革新と伴って、トランジ

スタ、集積回路（IC）が発明されることによって、

1970 年代に個人でも所有可能なコンピュータ
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「パーソナル・コンピュータ（パソコン）」が発売

された。

8 ビットパソコンの登場から、1980 年代に 16

ビットパソコンが企業のオフィスに普及し、1990

年代に 32 ビットパソコンの参入により、パソコ

ンの「小型化」・「低価格化」・「高性能化」・「ネッ

トワー化」によって、我々の個人生活及びビジネ

スに大きく変貌をもたらした。

また、スマートフォン・タブレットなどの情報

端末機器の登場により、私たちには、「情報リテラ

シー」、「メディアリテラシー」、「情報倫理」と「情

報セキュリティ」などの知識とスキルが要求され

るようになってきている。

本研究ノートでは、パソコンの登場がわれわれ

の社会にもたらした変化と日本の情報化社会の進

展を分析し、さらに ICT 社会における必要な情

報セキュリッティ知識を考察する。

2．パソコンからタブレットまで

2. 1 パソコンの誕生

パーソナルコンピュータ（Personal Compu-

ter）登場以前に「パーソナルコンピュータ」とい

う言葉として使われた一例は、1962 年 11 月 3 日

のニューヨーク・タイムズ紙の John Mauchly の

記事にあった。

パソコンの基本構成は、英国の数学者アラン・

チューリングとアメリカの数学・物理学者ジョ

ン・フォン・ノイマンがまとめた要素とも言われ

ている。また、パソコンの形は、ペンシルベニア

大学のジョン・モークリーとジョン・エッカート

の考案・設計によって開発された世界初の真空管

を使って電子式汎用コンピュータから進化したも

のと言えるでしょう。

1974 年に、最初のパーソナルコンピュータとさ

れることが多い「Altair 880」が発売された。1976

年に、スティーブ・ジョブズが興したアップルコ

ンピュータ社は Apple Ⅰを販売、翌年発売した

Apple Ⅱは大成功を収め同社の基礎を作った。さ

らに、Apple Ⅲと Lisa の失敗を経て、Macintosh

へと進んで、パソコンの普及を促した。日本で

は、1978 年に日立の「ベーシックマスター」、1979

年に NEC の「PC8001」をはじめ、シャープの

「MZ-80」、富士通の「FM-8」と東芝の「パソピ

ア」など 8ビットパソコンが発売された。

2. 2 パソコンの進化

1981 年、日本製初の「16 ビットパソコン」

MULTI16（OS は CP/M-86）が三菱電機より発

表されるが、一般にはほとんど普及することはな

かった。1982 年には、NEC の 16 ビット CPU を

採用した「PC-9800」シリーズ（長くベストセ

ラー）が登場した。PC-9800 シリーズは BASIC

言語レベルにて従来の 8ビット機と互換を持たせ

る方法を採った。その後、「PC9801」は国民パソ

コンとして国内市場を独占、一時はシェア 90％を

超えていた。

WindowsPC の普及（1990 年代後半）までに、

NEC「PC9801」が国内市場に君臨した主な理由

は、①画面が美しい、②拡張性が高く、③日本語

処理が速いである。特に、日本ワープロソフト・

ベストセラー「一太郎」の愛用者（累計出荷本数

の推移：1991 年 11 月 7 日 100 万本、1994 年 6 月

200 万本、1995 年 3 月 300 万本）をはじめ、多く

の企業の「Lotus 1-2-3」表計算ユーザーと沢山

ゲームソフトのゲーマーによって支えられてい

た。

1995 年に、マイクロソフトが Microsoft Win-

dows 3.1 の後継としてオペレーティングシステム

Windows 95 を発売した。正式名称は Microsoft

Windows 95 Operating System で あ る。

MS-DOS と Windows を統合し使いやすさと性

能を向上させたコンシューマ向け OS であり、

ネットワーク機能の充実・グラフィカルユーザイ

ンタフェース（GUI）の改善・Win32 API などの

機能が特徴である。さらに、パソコンメーカー

（ハードウェア規格の違い）の壁を越えて利用で

きることと高性能・低価格 PCが発売されること
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により、国内の「PC9801」独占市場が崩れ始め

た。

当時、アメリカの情報スーパーハイウェイ構想

の推進により、世界各国でもそれぞれの情報通信

基盤（NII）を整備し始めることから、インター

ネットの爆発な普及に拍車をかけた。

2. 3 タブレットの登場

1983 年国内パソコンの年間出荷台数は 90 万台

に到達した。国内年間出荷台数は 1990 年に 200

万台、2000 年に 1,200 万台を突破し、2010 年以降

も 1,000 万台を維持している。

最初に登場したパソコンは、「デスクトップ型」

として販売された。パソコンの形は利用スタイル

とニーズによって形がかわり、「ディスプレイ分

離型」から「タワー型」、「ディスプレイ一体型」、

「液晶一体型」、「ラップトップ型」、「ノート型」を

へて、「ミニノート型」、「ネットブック型」へと変

わってきている。さらに、情報端末機器の進歩

（小型化・マルチメディア化）によって、「スマー

トフォン」と「タブレット」がわれわれの生活に

出現するようになった。

1998 年、スケルトンボディと話題になった

Macintosh のディスプレイ一体型 iMac がアップ

ルにより発売されてから、各パソコンメーカーも

PC のデザインに力を入れるようになった。iMac

は単にデザインがよい、色がカラーフルではな

く、使い良さも高く評価された。また、1999 年に

アップルは同じコンセプトのノート型パソコン

iBook が発表され、その後も次々と斬新的な音楽

プレヤー iPod シリーズの発売によりアップルの

ユーザーを確実に増やしてきた。

1990 年、ソニーから世界初の電子ブックリー

ダー「データディスクマン DD-1」、1993 年には

NEC からモノクロ液晶画面の「デジタルブック

プレイヤー DB-P1」とタブレットと呼べるもの

が販売されているが、いずれも、価格が高く、用

途が限られたため、一般への浸透はなかなか難し

くて短命の製品で終わっている。

今日タブレット端末は、携帯性（薄型軽量）が

よく、無線 LAN（Wi-Fi など）の通信機能を標準

的に備え、情報通信端末としネット経由で接続

し、様々なクラウドコンピューティングのサービ

スを受けられ、オフラインでも単体で様々なアプ

リケーションソフトウェアを実行したり、メディ

ア・プレーヤーとして利用できる製品となってい

る。

2002 年にパソコンの機能を盛り込みオールイ

ンワンとしたタブレット PC が発売され、「タブ

レット」はパソコンとして認識されるようなっ

た。この板状のコンピュータは、2010 年にアップ

ルコンピュータから iPad が発売され、これに続

くように各社から高性能で様々に利用できるタブ

レットの携帯情報端末が一般向けに提供するよう

になって、パソコンの市場を食い込む形になっ

た。

各調査会社が発表した報告書によると、パソコ

ンからタブレット端末への移行も急速に進んでお

り、2013 年〜2015 年にはタブレット端末の出荷

台数がパソコンの出荷台数を上回ると予測してい

る。今後、この勢いも劣ることがなく、情報通信

端末の主役に躍り出るのが間違いないであろう。

3．情報化社会から ICT社会へ

人類は、狩猟採集社会、農耕社会、牧畜社会、

産業社会を経て、工業化社会に辿り着いた。ま

た、人類は、産業革命・工業革命の恩恵を受けて、

生活が豊かになってきている。さらに、社会構造

は、情報革命によって、情報化社会から高度情報

通信ネットワーク社会、ユビキタスネットワーク

社会を経て、ICT社会へと変わり移っていくこと

になっている。

3. 1 情報化社会

1970 年代、パソコンは電子計算機（大型コン

ピュータ）に変わって、あらゆる働く場所（オ

フィス・工場など）に採用されるようになってき
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た。次第に働く環境が変り、事務所処理もオフィ

ス・オートメーション化・オンライン化の流れに

乗っていくようになった。

やがて、1980 年代には「オフィス・オートメー

ション（OA）」、「ファクトリー・オートメーショ

ン（FA）ン」という自動化のムーブにより、ホワ

イトカラーとブルーカラーの働く環境は電子化・

自動化され、さまざまな商取引が電子化され、

ネットワーク上で行うようになって、いわゆる

「情報化社会」に変わっていた。

1990 年代後半、情報通信ネットワークが、情報

基盤の整備（NII、GII 構想と推進）およびデジタ

ル技術の進展により、インターネットの普及、モ

バイル機器の進化などに見られるように、急速に

高度化しつつある。こうしたデジタル技術の発展

に伴い、社会経済活動における様々な活動を情報

通信ネットワーク上で行うことが可能となってい

た。さらに、政府のネットワークのブロード化お

よび常時接続の推進は、インターネット利用の高

度化を図り、「高度情報通信ネットワーク社会」へ

の移行を後押しになった。日本のインターネット

の普及は着実に進展している。

2001 年 12 月現在（平成 13 年、「ブロードバン

ド元年」）、インターネット利用者数は 5,593 万人

（対前年比 18.8％増）と推計され、1年間で 885 万

人の増加を示した。また、人口普及率は、対前年

比 6.9 ポイント増の 44.0％となった。インター

ネットの世帯普及率も対前年比 26.5 ポイント増

の 60.5％と全世帯の 6割を超え、各世帯でのイン

ターネット利用が急速に進んでいる。

また、日本の携帯（第 3 世代携帯電話）イン

ターネットの勢いは、平成 14 年 3 月末現在で 5,

193 万加入に達しており、サービス開始以来わず

か 3 年余りの間に 5,000 万加入を突破し、パソコ

ンのインターネット利用者数に近づき、追い越そ

うとしている。

3. 2 デジタルネットワーク社会

e-Japan（イージャパン）とは、日本政府が掲

げ、日本が 5年以内（2005 年）に世界最先端の IT

国家を目指す構想、戦略、政策の総体である。

2000 年（平成 12 年）9月 21 日、森喜朗・内閣総

理大臣が、衆参両院本会議（第 150 回国会）の所

信表明演説で「E-ジャパンの構想」として初めて

発表した。2001 年（平成 13 年）1月 22 日、IT戦

略本部は、e-Japan 戦略として、IT国家戦略を策

定した内容は、次の通りである。

「我が国は、すべての国民が情報通信技術（IT）

を積極的に活用し、その恩恵を最大限に享受でき

る知識創発型社会の実現に向け、早急に革命的か

つ現実的な対応を行わなければならない。市場原

理に基づき民間が最大限に活力を発揮できる環境

を整備し、5 年以内に世界最先端の IT 国家とな

ることを目指す。」

重点政策分野としては次の通りである。

1）超高速ネットワークインフラ整備及び競争政

策：5 年以内に超高速アクセス（目安として

30〜100Mbps）が可能な世界最高水準のイン

ターネット網の整備を促進し、必要とするす

べての国民が低廉な料金で利用できるように

する。

2）電子商取引

3）電子政府の実現

4）人材育成の強化

e-Japan 戦略を発表した後、次々に、e-Japan

重点計画、e-Japan2002 プログラム、e-Japan2002

重点計画、e-Japan203 重点計画、e-Japan2004 重

点計画を発表、2005 年に、「IT 政策パッケージ

2005」を取りまとめた。

3. 3 ユビキタスネット社会

u-Japan は、「ユビキタスネットワーク整備」、

「ICT 利活用の高度化」、「安心·安全な利用環境の

整備」という 3つの方向性で議論および検討がな

されている。2004 年 7 月、内閣官房で主導する

メディアと情報資源 第 20 巻第 2号（2013）

― 34 ―



「e-Japan 戦略」の後継戦略として、総務省がユビ

キタスネット社会実現に向けた政策として発表し

た。総務省は、「いつでも、どこでも、何でも、誰

でも」ネットワークにつながり、情報の自在なや

りとりを行うことができるユビキタスネット社会

（u-Japan（ユー・ジャパン）」を 2010 年度を目途

として実現すべく、その将来像を提示するととも

に、その実現のために必要となる政策を u-Japan

政策として取りまとめた。その政策は、第 2次小

泉内閣の総務大臣である麻生太郎の提案により具

体化した。

e-Japan が IT 戦略であるのに対し、u-Japan

ではこれに「Communication」を加え、ICT（情報

通信技術）の構築を打ち出しており、今後本格化

する少子高齢化社会の中での様々な課題が ICT

によって解決された 2010 年の日本の姿を指す。

その理念は、「ユビキタス（あらゆる人やモノが

結びつく）【結】」、「ユニバーサル（高齢者等でも

簡単に利用できる）【優】」、「ユーザー中心（利用

者の視点が融けこむ）【融】」、「ユニーク（個性あ

る活力が湧き上がる）【湧】」の 4 つからなるが、

その中心は「ユビキタス」であり、「人と人」だけ

でなく、「人とモノ」、「モノとモノ」のコミュニ

ケーションが簡単になされるところが特徴であ

る。

u-Japan を支えるネットワークインフラは、ブ

ロードバンド化、モバイル化、ネットワークの IP

化、地上デジタル放送及び情報通信技術・機器で

あり、今後本格化する少子高齢化社会の中では、

安心・安全な生活環境、高齢者等の生きがい作り、

人材の育成、循環型社会の構築など様々な課題が

山積しており、こうした課題を解決する手段とし

て ICTへの期待が高まっている。

3. 4 ICT社会

近年、高度化された情報通信技術・ネットワー

クは、「間の制約を取り払い、相手が世界中のどこ

にいても、情報のやりとりが可能となる」、「時間

の制約を取り払い、いつでも、相手に情報を届け

ることが可能となる」、「情報発信コストが低廉化

し、多様な情報が流通し、多くの人がこれを享受

できる」、「情報の複製コストがかからないため、

同一の情報を多くの人で共有できる」などの特性

を有する。

こうした特性を有する情報通信ネットワーク

は、加入者系光ファイバ網の整備等に伴い、今後

急速に普及するものと予想され、一般社会動向と

関連しながら、国民生活に「多様な選択」と「自

由な参加」の機会を提供し、「個性の発揮」ができ

る、より豊かで開かれた「デジタルネットワーク

社会（e-japan、u-japan）」を実現するものと考え

られる。

国民本位の ICT の利活用社会の構築により、

「地域の活性化と絆の再生」、「地球温暖化の問題

と環境負荷の軽減」、「持続的な経済成長と競争力

の強化」の 3つのテーマについて貢献できると考

えられる。

【地域の活性化と絆の再生】

地域における ICT の利活用を促進することに

より、地域の活性化、住民生活の質の向上などに

貢献することが期待されている。また、東日本大

震災後、ソーシャルメディアの活用による地域の

絆（つながり）が確認されているので、今後、ICT

と SNS の利活用による地域の活性化も期待され

ている。

【地球温暖化の問題と環境負荷の軽減】

経済発展によるエンネルギーの消費と温室効果

ガスの排出の増加から地球環境は一方的に悪化し

つつある。環境負荷軽減のため、情報をリアルタ

イムに収集・解析、可視化し、社会経済活動の効

率化を可能するグリーン ICT を活用することが

期待されている。

【「持続的な経済成長と競争力の強化】

少子化高年化社会をお迎え、労働人口の減少と

企業の海外進出による産業構造の空洞化になり、

近い将来では国際競争力を確保できなくなる可能

性が高めている。日本の ICT 徹底活用は、日本

経済の持続的な成長とグローバル展開の国際競争
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力の強化が期待されている。

4．ICT社会の情報セキュリティ

ICT（情報通信技術）の進歩と情報基盤の整備

により、国境・組織の壁がなくなって、国家も企

業もサイバーテロの標的になり、国家安全機密、

企業社内秘密、顧客管理など様々な情報が狙われ

ている。

また、ソーシャルメディア（SNS: Twitter,

facebook, mixi･･･）利用者の急増により、個人も

サイバー犯罪の標的の対象になり、ウイルス侵入

やネット詐欺などのネット犯罪被害者も確実に増

加している。

4. 1 コンピュータ・ウイルス

コンピュータ・ウイルス（以下は、ウイルス）

を一言でいえば、本来の目的とは異なる動きをす

る隠しプログラムということができる。すなわ

ち、知らないうちに自分のプログラムに伝染し、

そのプログラムを実際に使用している時に、ウイ

ルスを起動させる仕掛けと一致する条件が成立し

た場合にウイルスが動き出すことになる。した

がって、ウイルスは、自分自身で動きはじめると

いうプログラムではなく、「動き出すキッカケ」は

他に依存しているのである。

以前ウイルスはメール経由で侵入したケースが

ほとんどだった。メールの添付ファイルとしてウ

イルスが送られてきて、そのファイルを開くと感

染する。現在でもメール経由の感染は多いが、

Web 経由も増えている。攻撃者が用意したWeb

サイトにアクセスするとウイルスがダウンロード

される。

ウイルスは、気付かないうちにパソコンに侵入

し、様々な被害をもたらすことになった。その危

険性は年々拡大している一方だが、過度に恐れる

必要はない。ウイルスに関する正しい知識があれ

ば、被害に遭う危険性を最小限に抑えられる。ウ

イルスの侵入経路を断つのがよい防止策は間違い

ないが、それでも防げないこともあるので、表 1

のように複数の対策を組み合わせれば、被害を最

小限にとどめることができる。

ウイルスを検

出・駆除できる

ウイルス対策ソフト（セキュ

リティソフト）を使用する

脆弱性を解消で

きる

最新版のソフトを使う／パッ

チを適用する

ウイルスの侵入

を阻止できる

信頼できるサイトからソフト

を入手する

ウイルスを見抜

ける

インストール前などに表示さ

れる情報をよく読む

感染した場合で

も復旧できる
定期的にバックアップを取る

表 1 複数の対策を組み合わせ例

効果対策

（出典：日経パソコン 2012.7.23 号 P.102）

4. 2 ネット詐欺

インターネットの普及により、インターネット

を悪用する「ネット詐欺」の被害が後を絶たない。

詐欺師はネット利用者の心の隙を突き、被害者か

ら金銭や個人情報を奪い取る。

警戒心のないユーザーを狙って、詐欺師がさま

ざまなわなを仕掛けている。ネット利用者は詐欺

被害に遭わないためには、その手口を知ることが

何よりも重要である。なお、主なネット詐欺の手

口は、以下の通りである。

①ワンクリック詐欺

有料サイトに会員登録したと誤解させて料金を

請求する。

②フィッシング詐欺

実在する企業を語った偽メールで偽のWeb サ

イトに誘導。

③出会い詐欺

おとりのユーザー（サクラ）を使って、有料の

サービスを利用させ続ける。

④情報商材詐欺

役に立たない情報を有益な情報に見せかけて売

りつける。
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⑤オークション詐欺

架空の出品で落札者から金銭をだまし取った

り、出品者から商品を詐取したりする。

⑥偽ソフト詐欺

ウイルスに感染したと思わせて、偽のセキュリ

ティソフト（偽ソフト）を購入させる。

4. 3 コピュータ犯罪

情報システムの普及およびネットワ−クの発展

で、社会のあらゆる分野における諸活動が便利に

なっている。その反面、情報システムは悪事に利

用してもまた便利であったために、新しい問題が

発生した。世の中に便利なものが出現すると、一

方では、それを悪事に利用する者が現われる。こ

の図式は、今も昔も変わらない。コンピュータが

出現して、とても便利になった、だからそれを犯

罪に使う、この単純な理屈がコンピュータ犯罪を

生み出した理由である。

しかし、やがてこれにも変化が出てきた。すな

わち、ハッカーやコンピュータウイルスなどの出

現にみられるように、なぜそのようなことを犯す

のか理由がはっきりしないものが出てきた。従来

のコンピュータ犯罪は、金銭を手に入れるのが主

であったが、今日では、おもしろいからやる、困

らせるためにやる、理由は別にないが出来るから

やる、といった類の犯罪が出現している。この種

の犯罪が、明確な目的を持って実行されるとした

ら、もっと恐ろしい結果をもたらすことになるだ

ろう。当然、法律上の手当も重要になる。

これまでに日本国内で発生したコンピュータ犯

罪を分類・整理すると、次のようなタイプに分け

ることができる。

①金銭・物品等の不法取得

②コンピュータサービスの無断利用

③コンピュータ関連資産の不法取得

・有体物（ハードウエア等）

・無体物（プログラム等）

④破壊行為

・物理的破壊

・磁気記録の破壊

⑤妨害行為

・ハッカー／クラッカー

・コンピュータウイルス／ワーム

また、これまでに発生したコンピュータ犯罪か

ら、その手口を整理すれば、大きく 12 に分類する

ことができる。

①不正インプット

通常、他の手口とあわせて使われる。

②目的外利用

本来の目的とは異なる業務外のことに情報シス

テムを利用することをいう。

③破壊行為

爆破等の物理的な破壊行為と、消磁などの電磁

的な破壊行為とがある。

④持ち出し

機器類等を持ち出すものである。

⑤情報窃取

情報を盗む手口はいろいろ考えられる。

⑥不正アクセス

遠隔地からの通信回線を介してのアクセスもあ

れば、情報システムやコンピュータセンタへの接

近もアクセスである。

⑦キャッシュカード盗用

盗んだり、拾ったりしたキッシュカードで預金

を引き出すわけである。

⑧偽造

キャッシュカード、伝票、帳簿などを偽造する

わけである。

⑨改ざん

プログラムの改ざんとデータの改ざんとが考え

られる。

⑩架空口座の設定

伝票偽造や不正インプットと連動して使われる

手口である。

⑪コンピュータをだしに使う手口

コンピュータ処理の正確性や間違いを使って金

銭をだまし取る手口である。

⑫便益の悪用
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オンライン誘拐にみられるように、オンライン

システムの利便性を身代金の受け取りに利用する

などの手口をいう。

4. 4 情報セキュリティの必要性

デジタルネットワーク社会といわれる今日、情

報の共有化が進みわれわれの生活は便利になって

いる。しかし、一方では、情報システムのダウン

による生活の混乱、情報システムをめぐる不正ア

クセス、改ざん、破壊、情報流出等社会問題を解

決する必要がある。

「ICT 社会」を実現するには、ネットワークセ

キュリティの対策、プライバシーの保護、デジタ

ル・デバイド（情報格差）の解消等の課題を解決

する必要がある。社会全体の大きな変化を踏まえ

て、「情報リテラシー能力の向上」・「情報倫理の教

育」・「情報セキュリティの強化」に積極的に取り

組む重要な課題である。

また、情報セキュリティ対策の前提ともいえる

情報セキュリティ体系を把握し、ICT社会の健全

な発展を図るために情報および情報システムをめ

ぐるセキュリティはどのようにあるべきかを理解

する必要がある。

5．終わりに

1990 年時代初頭に企業の情報化を推進するた

め、「ネオダマ」という造語がキーワードとして一

部で使われていた。「ネオダマ」とは各キーワー

ドの頭文字を組み合わせた造語である。すなわ

ち、「ネ」は「ネットワーク」、「オ」は「オープン

システム」、「ダ」は「ダウンサイジング」、「マ」

は「マルチメディア」を意味していた。特に、「マ

ルチメディア」と「ネットワーク化」技術の進歩

により、情報化社会からデジタルネットワーク社

会への変化を加速させた原動力と言える。

これからの ICT社会は、ICT（Information and

Communication Technology）の戦略的に活用す

ることにより、日本の経済成長と安心・安全社会

の実現が期待されている。

一方、ソーシャルメディア及びクラウドの利用

者の急増により、ビックデータの発生と伴う個人

情報流失（プライバシー、購買履歴、位置情報な

ど）、企業情報漏えい（製品情報、顧客管理情報）、

サイバーテロも否定できない。当分の間、ICT社

会の影の部分の対策として、「情報リテラシー」・

「情報倫理」・「情報セキュリティ」3つのテーマに

ついての教育を積極的に推進すること必要であ

る。

文部科学省では、インターネットや携帯電話な

どの普及が急速に進む中で，児童生徒がトラブル

に巻き込まれる事件が多発し、小、中、高等学校

における情報モラル教育の充実が求められること

により，これまでも，情報モラルに関する様々な

取組を実施した。また、学習指導要領における

「情報モラル」「情報倫理」「情報リテラシー」の教

育指針を明確している。

一方、（独）情報処理推進機構（IPA）では、“頼

れる IT社会”の実現を目指して、「利用者視点に

立った複雑、膨大化する情報社会システムの安全

性・信頼性の確保」を理念としてさまざまな活動

を取り組んでいる。IT 施策の一端を担う政策実

施機関として、情報セキュリティ、ソフトウェア

高信頼化、IT人材育成等の施策を展開している。

2009 年、本学は社会に対応できる情報リテラ

シー能力と情報セキュリティ能力を持つ学生の育

成のため、情報処理教育センターを設置した。毎

年 4月入学時、一年次生に対し、情報リテラシー

教育と情報モラル教育を実施、3 年次編入生に対

し、情報ネットワーク講習会を実施している。ま

た、全学教職研修会では、年一回「教職員の情報

セキュリティ講習会」を実施している。大学構成

員全員（教職員・学生・大学院生）に「教職員・

学生のため情報セキュリティ対策初級編 2013」を

配布し、情報セキュリティの重要性と必要性を喚

起している。
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The ICT society and information security

by CHENGWEN Tu

[Abstract] Human found the concept of number (numeral) and discovered the principles of calcula-

tion in the process of human evolution, and then human acquired the knowledge of logical thinking.

Therefore, human developed various computing devices, and let social economic activities more active-

ly. Due to the Industrial Revolution / information revolution, our life becomes rich and convenient. In

this paper, I analyze the change and development of information society in japan after PC was intro-

duced, consider the necessary of information security knowledge in the ICT society.

[key words] number (numeral), binary, calculator, personal computer, information society, e-Japan,

U-Japan, ubiquitous, ICT society, information security, information literacy, information ethics
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